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1. はじめに
　新型コロナウイルス感染症の世界的流行（パンデ
ミック）は、人類社会に大きな影響を与えている。そ
れは科学技術に対しても例外ではなく、パンデミッ
ク自体による直接的な影響から社会経済等の変化
を通じた間接的な影響まで多岐にわたる可能性があ
る。科学技術が本来の威力を発揮し、パンデミック
に対処していくためには、それら様々な影響を明ら
かにする必要がある。また今後、新型コロナウイル
ス感染症を制御し、新たな人類社会を構築すること
が求められており、その実現に向けて科学技術への
期待が高まっている。我が国において、科学技術が
どのような貢献をするべきか、そのためにはどのよ
うな政策が必要とされるのかを議論し、政策を立案・
実施していく必要がある。
　新型コロナウイルス感染症による我が国の学術研
究への影響等について、文部科学省が 2020年 5月
に約 50人の科学官・学術調査官等へ意見聴取（以
下、科学官等アンケート）を行ったところ、研究体制

の縮小、知見交換の停滞、研究活動の圧迫、地域・領
域等による研究格差などの即時的影響が見られると
ともに、研究人材の育成等に係る中期的課題が懸念さ
れる状況が示された1、2）。この現状について、より詳
細に情報を収集・分析して把握することにより、今後
の課題解決に向けた方策を検討し講じていく必要が
ある。
　こうした状況を踏まえ、科学技術・学術政策研究所
（以下、NISTEP）では、新型コロナウイルス感染症
のパンデミックによりもたらされる日本の科学技術
全体から研究開発現場に至るまでの影響を把握する
とともに、同感染症への対策に資する科学技術の抽出
を目的として、約 2,000 人の科学技術の専門家で構
成されるネットワーク（以下、科学技術専門家ネット
ワーク）を対象にアンケート調査を実施した。2020
年 6月にアンケート調査を実施して速報を公表後3）、
詳細分析を進めてきた。
　本稿では、上記アンケート調査を概説する。調査の
詳細については、NISTEP が 2020年公表予定の報告
書を参照いただきたい。なお、アンケートは上記の通
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3. 調査結果
3-1　回答状況
　調査依頼した 1,915 人中、回答者は 1,412 人で回
答率は 73.7%であった。所属では大学、年代では 40
歳代、専門分野ではライフサイエンス分野の割合が最
も高く、それぞれ 66.9%（945人）、48.4%（684
人）、37.6%（531人）（図表 1）を占めた（割合は
四捨五入して小数点以下第１位まで求めた、以下の割
合についても同様）。これらの割合は、母集団である
科学技術専門家ネットワークでの割合とほぼ同じで
あり（データ略）、本アンケート調査の回答者には偏
りがなかった。

3-2　日本の科学技術全体への影響
　新型コロナウイルス感染症のパンデミック自体、あ
るいは同感染症のパンデミックによる社会経済等の
変化が及ぼす日本の科学技術全体への影響について
尋ねたところ、「日本の科学技術が直接的・間接的に
影響を受ける」と答えた割合は 54.1%で最も高く
（回答者 1,412 人中 764人が回答）、次いで 39.4%
（557人）が「研究開発活動（手法、プロセス、成果
の公表方法等）の在り方が変化する」と回答した（必
須回答項目、2つまで選択可能な多肢選択式回答）（図
表 2）。

り 2020年 6月に実施しており、回答内容はその時
点の状況を反映したものであることに留意されたい。

2. 調査の概要
2-1　調査対象
　NISTEP が構築・運営する科学技術専門家ネット
ワークを調査対象とした。このネットワークは、産学
官の研究者・技術者及び研究開発のマネジメント等
に関わる約 2,000 人の専門家集団であり、年代、専
門分野ともに多岐にわたる。詳しくは、参考文献・資
料4）を参照いただきたい。

2-2　調査期間と調査方法
　2020年 6月 3日から 6月 15日にかけて、web
アンケートシステムにより実施した。

2-3　調査項目
　新型コロナウイルス感染症のパンデミックによる
日本の科学技術と研究開発現場への影響、科学者・技
術者の果たす役割、日本における同感染症への対策、
新興感染症への対策強化に向けた科学技術に関する
項目を設定した。以降、これらの項目に沿って調査結
果を記す。

図表 1　回答者における専門分野の分布
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3-3　日本の科学者・研究者の果たす役割
　新型コロナウイルス感染症のパンデミックに対す
る科学者・技術者の果たす役割を尋ねたところ（必須
回答項目、2つまで選択可能な多肢選択式回答）、「科
学技術の専門家として、科学的に正しいメッセージを
出していくべき」という回答が最も高い割合を示した
（回答者 1,412 人中 731人が回答、51.8%）。

3-4　今後の科学技術政策の方向性
　新型コロナウイルス感染症のパンデミックからの
教訓や反省を踏まえた、今後の科学技術政策の方向性
については、「国家的危機の克服と社会経済回復への
貢献」と回答した割合が最も高く（回答者 1,412 人
中 494人が回答、35.0%、以下同様）、次いで「基
礎科学研究の長期的視点での着実な推進」（390人、
27.6%）、「研究開発活動における共通基盤の充実、産
学官等の連携推進」（368人、26.1%）であった（必
須回答項目、2つまで選択可能な多肢選択式回答）。
　3-2 から 3-4 について回答者の専門分野との二重
クロス集計を行ったところ、いずれも図表 1で示
した回答者全体における専門分野の分布と同様であ
り、専門分野による回答傾向の顕著な違いは見られな
かった（3-2 については図表 2参照、それ以外はデー
タ略）。この結果より、新型コロナウイルス感染症の
パンデミックが及ぼす科学技術全体への影響につい
て、専門家の認識は分野共通であると考えられる。

3-5　日本での新型コロナウイルス感染症対策
　科学技術の観点から見た、日本での新型コロナウイ
ルス感染症対策について尋ねた。以下の回答のいずれ
も、ライフサイエンス分野の専門家からの回答が最も
多かった（任意かつ自由記述式回答、あるいは２つま
で選択可能な多肢選択式回答）。
　日本での新型コロナウイルス感染症対策において
的確に（あるいは予想以上に）機能した、若しくは非
常に役に立ったと評価されたのは、感染症の専門家に
よる分析と情報発信、政策への的確な提言であり、特
に数理モデルによる感染拡大シミュレーションの効
果に対する評価が高かった（563人の有効回答を目
視で分類・分析）。
　一方、日本での同感染症対策において十分に機能し
ていない面、想定が十分でなかったと思われた面と
して、PCR検査能力に関する意見が多く寄せられた。
また、専門分野を超えた連携の必要性、及び実験や教
育のリモート化推進の必要性も指摘された（836人
の有効回答を目視で分類・分析）。
　新型コロナウイルス感染症を含む新興感染症の対
策に向けた、政府の科学技術・イノベーション政策
の方向性として特に重視すべき点については、「幅広
い分野での研究者や技術者の育成・確保」が 48.6%
（回答者 1,287 人中 625人、以下同様）で最も回答
割合が高く、次いで「研究開発事業の拡充・多様化」
の 43.3%（557人）であった。

図表 2　日本の科学技術全体への影響に関する回答状況－専門分野別－



50

3-6　新興感染症への対策強化に向けた科学技術
　新型コロナウイルス感染症を含む新興感染症への
対策強化に向けて、専門家が貢献可能な科学技術を
尋ねたところ、基礎研究と治療薬・ワクチン開発に
関する回答が最も多く、次いで検査・診断と感染予
防対策についてのアイデアが多く挙げられた。感染
予防対策では、人の細胞と同じナノ構造・受容体を
もった新素材マスクや、ウイルスの可視化、プラズマ
や放射線・紫外線、表面加工による抗ウイルス技術
が提案された（図表 3、393 人の有効回答を目視で
分類・分析）。この設問でも 3-5 と同様に任意かつ自
由記述式の回答としており、ライフサイエンス分野
の専門家が最も多く回答した（回答者 393人中 256
人、65.1%）。

3-7　研究開発現場への影響
　新型コロナウイルス感染症のパンデミックによっ
て、専門家自身や専門家が所属する研究室等の身の回
りで生じた影響について尋ねたところ（必須回答項
目、自由記述式回答）、研究機関・施設への立入りや
地域間移動の制限、社会経済活動の停滞により、研究
開発活動や教育研究活動へ様々な影響が生じている
との回答が寄せられた。個々の回答では、例えば外部
組織との共同研究に加えて教育活動においても影響
が生じている等、異なる対象への影響について併記さ
れることが多く、研究開発現場全体に及ぼす影響の大

きさと複雑さが浮き彫りになった。
　以下では、回答者 1,412 人から特に多く寄せられ
た回答内容を示す。なお、回答は自由記述式であるた
め、回答者間で記述の量、内容、粒度や表現に大きな
幅がある。そうした多様性に富む回答の全体傾向を
分析するために、文部科学省が実施した科学官等ア
ンケートの結果1、2）を参考に全ての回答を目視で整
理・分類し、分類ごとに回答者全体に対する割合を
概算した。上記の通り、自由記述式回答を目視で分類
しているため、分類自体が厳密ではなく、その分類ご
との回答者数の割合も厳密ではないことに留意され
たい。
　専門家会合の中止、延期、オンライン化による研
究者間コミュニケーションへの影響に関する回答が
最も多く、回答者全体の 60%超から意見が寄せられ
た。「学会のweb開催では、口頭発表時のスライド
が画像保存されたり録音録画されたりするリスクが
大きい反面、発表後のコミュニケーションは不足し
て、発表自体のメリットが小さくなった」（企業、研
究センター長、50歳代、男性、ナノテクノロジー・
材料分野）等、様々な負の影響が多数挙げられた。一
方、学会のオンライン化は場所や移動の制約がないな
どの利点もあるため、今後更に進めるべきとの意見も
あった。
　研究機関や施設への立入り制限による、実験装置・
設備・施設の管理・稼働・利用への影響については

図表 3　新型コロナウイルス感染症を含む新興感染症への対策として、専門家が意見した科学技術
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回答者全体の 15%超で指摘され、研究計画や進捗に
大きな影響が生じていると回答された。
　教育研究活動への影響に関する回答も多く、回答者
全体の 10%超にのぼった。学生の入構制限によると
ころが大きく、学生に対する教育への影響だけではな
く、学生が所属する研究室での研究活動全体が減速し
たとの回答も寄せられた。
　国のレベルで整理すべき点や求める支援等に関す
る要望も尋ねたところ、各種専門家会合や会議、教
育・研究活動でのオンライン化に関する情報基盤の
整備・支援、競争的研究費制度の柔軟な運用（研究
費執行の繰越しや研究期間の延長等）、研究人材の確
保・育成に関する内容が多く挙げられた。さらに、
今後の研究開発の方向性として、実験設備の遠隔制
御など新たな実験プロセスを支える技術開発への支
援、遠隔での情報共有やコミュニケーションに資す
る研究開発への支援など、研究のデジタル・トラン
スフォーメーションの推進につながる意見が多く寄
せられた。

3-8　国際連携への影響
　国際連携への影響についても尋ね、3-7 と同様に分
析した（必須回答項目、自由記述式回答）。
　回答者 1,412 人の 10%弱では、国際連携に対し
て影響がない、あるいは影響が少ないと回答したが
（限定した影響、大きな影響はない、という回答を含
む）、それ以外の回答者からは人・物の国間移動制限
による様々な影響が示された。「東日本大震災のとき
は、海外の研究機関が日本人研究者を暖かく迎え入れ
てくれた。そのときと比較して、今回は全世界的に生
じた困難であったため、国際間のバックアップ機能が
全く働かず、大きな閉塞感を抱いた」（公的研究機関、
研究主幹、40歳代、男性、ナノテクノロジー・材料
分野）との回答からも、国際連携に対する影響の大き
さが表れている。
　3-7 と同様、専門家会合の中止、延期、オンライン
化による研究者間コミュニケーションへの影響に関
する回答が最も多く、回答者全体の 40%超から意見
が寄せられた。一方、海外の研究者によるオンライン
セミナーの聴講や、オンライン学会への参加が容易
になったとの回答もあり、3-7 の結果と考え合わせる
と、専門家全体では各種専門家会合のオンライン化に
ついてデメリットとメリットの双方があると認識さ
れていることが明らかになった。
　国際共同研究や連携事業への影響については、回答
者全体の 15%超にのぼり、研究の進捗に大きな影響
が生じているとの回答が多く寄せられた。一方、継続
的な国際連携はそれほど悪影響が生じていないが、新

規の国際連携を形成することは非常に困難といった
意見があり、共同研究や連携の段階によって影響の度
合いが異なる可能性が示された。
　国のレベルで整理すべき点や求める支援等に関す
る要望については、3-7 と同様であり、加えて出入国
制限の適宜解除、研究者・技術者・学生の出入国に関
するルールの明確化、検疫体制の強化等、研究活動と
感染防止との両立に向けた環境整備について多くの
意見が寄せられた。

4. まとめ
　本アンケート調査により、新型コロナウイルス感
染症のパンデミックがもたらす科学技術への影響に
ついて、専門家の認識が明らかになったとともに、新
型コロナウイルス感染症を含む新興感染症への対策
に向けた科学技術が抽出された。この結果は、文部
科学省の関係部局にて共有し、研究開発現場への支
援策等の検討材料として適宜活用された5）。こうした
専門家の意見を踏まえ、新型コロナウイルス感染症
の制御と新たな社会の構築に向けた科学技術につい
て、一層の議論と具体的方策の検討・実施が求めら
れる。
　調査上の制限として、本アンケート調査では調査
項目が限られていたため、専門家の認識に関する全
体傾向の分析にとどまったことが挙げられる。特に
研究開発現場への影響については、地域や研究領域
等で差があるとの意見があり2）、今後は調査の項目や
対象を細分化して詳細に分析する必要がある。加え
て、各影響の経時的変化についての分析も必要とさ
れる。
　本アンケート調査では、新型コロナウイルス感染症
に加えて、様々な自然災害への対策に資する科学技術
についても意見聴取したが、その結果については紙面
の都合上、割愛した。我が国では、多発する地震や台
風等の自然災害への対策も喫緊の大きな課題であり、
一層の危機管理対策を講じる必要がある。この調査結
果の詳細はNISTEP の報告書にて公表予定であり、そ
ちらを参照いただければ幸いである。
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